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解決手法について 

    

不法投棄や処理基準違反による、放置された廃棄物の適正な処理については、日本全国で様々

な対応が進められています。一色地区産廃跡地問題における解決手法についてその有効性や各種

問題点などを今回の会議以降順次示していきたいと考えています。 

 

１１１１    全量運び出し全量運び出し全量運び出し全量運び出し    

１１１１））））    参考事例：香川県豊島参考事例：香川県豊島参考事例：香川県豊島参考事例：香川県豊島    

香川県豊島（てしま）の産業廃棄物不法投棄については、全国に「産業廃棄物」というごみ

の区分を知らしめることとなった事件で、これを機に全国各地で不法投棄問題が明るみになり

ました。 

産業廃棄物を管轄する香川県は、隣接する直島（なおしま）に廃棄物を運び、廃棄物の溶融

処理を基本として、平成１５年に豊島から廃棄物を搬出して処理を行うこととしました。 

※ 豊島における処理の概要については、P5～P14(環境省及び豊島問題ホームページ抜粋)

を参考 

 

２２２２））））    香川県香川県香川県香川県豊島豊島豊島豊島とととと一色地区産廃跡地一色地区産廃跡地一色地区産廃跡地一色地区産廃跡地のののの比較比較比較比較    

比較区分 香川県豊島 一色地区産廃跡地 

面 積 環境省公表数値：６９，０００㎡ 処分場敷地面積：１４９，２２０㎡ 

廃 棄 物 の 量 

環境省公表数値 ６２２，２３０ｍ

３

 

９３８，１６０トン 

処分場総容積：６７４，２４５ｍ

３

 

推定トン数：１，２００，０００トン 

※ 鉱さい７５％、その他２５％として

試算 

廃棄物の種類 

環境省公表 

汚泥、木くず、家畜フン、シュレッ

ダーダスト など 

許可品目：１１品目 

燃え殻、汚泥、廃プラスチック(シ

ュレッダーダスト含む)、紙くず、

木くず、繊維くず、金属くず(シュ

レッダーダスト含む)、ガラスく

ず、陶磁器くず、鉱さい、建設廃

材、ダスト類 

処 理 費 用 環境省公表  ５２０億円 数百億円規模と思われる 

処 理 期 間 平成１５年 ～ 平成３４年 — 

処 理 方 法 

・直島において溶融無害化処理 

・処分場直下の汚染土壌は、水洗浄処

理の後、セメント原料として利用 

・金属類については再利用 

— 

産 廃 特 措 法 

特定産業廃棄物に起因する支障の除去

等に関する特別措置法（産廃特措法）

による第１号適用事案 

愛知県は、「産廃跡地は、不法投棄で

も処理基準違反でもない。」との見解

であることから、産廃特措法の適用を

受けることはありません。 

 

別紙２ 
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３３３３））））    全量を運び出した場合の全量を運び出した場合の全量を運び出した場合の全量を運び出した場合の効果効果効果効果    

① 住民、漁業関係者を始めとした人々の生活環境が守られる。 

 

② 三河湾産等の海産物を始めとした食の安全が守られる。 

※ 上記①、②については、西尾市のみならず、三河湾に面する市町の問題解決にも繋がる 

 

４４４４））））    全量を運び出した場合の全量を運び出した場合の全量を運び出した場合の全量を運び出した場合の問題点問題点問題点問題点    

① 高額な処理費用を誰が負担するのか。 

※ 三共資源工業は登記簿上存在するものの会社としての体を成していない。 

※ 廃棄物の排出者責任も、西尾市（旧西尾幡豆広域圏組合）以外は確認できていない。 

※ 西尾市が事業主体となった場合、市民の税金を投入することとなり、国の補助や交

付税措置を受けることもない。 

※ 現状において愛知県が関与する望みは薄い。 

 

② 産廃跡地を含めた周辺の土地について、産廃建設を計画する業者により土地の買収が進

んでいることから、地主となった業者の理解が得られるか。 

※ 新規産廃処分場計画用地の約８０％が買収されている。 

 

③ 運び出した廃棄物を受け入れる処分場があるのか。 

※ 跡地における廃棄物の量（約674,000ｍ

３

）が多いことから、処分先の空き容

量に余裕があることが条件となる。 

※ 近隣の産廃最終処分場 

… 公益財団法人愛知県臨海環境整備センター（アセック）：武豊町 

処分場の容量：4,570,000ｍ

３

（覆土含む） 

平成２３年３月供用開始 

※ 運び出す廃棄物が、受入処分場の受入基準に適合しない場合、有害物質を無害化

するための中間処理（豊島では溶融炉による焼却処理が行われている）が必要な

場合が考えられる。 

 

④ 有機性の廃棄物が埋め立てられている場合、掘り出しの際にガスの発生、拡散が考えら

れる。 

※ 跡地北西約１ｋｍに一色中学校がある。 

 

⑤ 全量運び出しまでに数年から数十年を要する。 

※ 場合によっては止水対策等が必要となる。 
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環境省報道発表資料 

平成 25 年 1 月 25 日 

（お知らせ） ⾹川県豊島廃棄物等の処理にかかる実施計画の変更に対
する特定産業廃棄物に起因する支障の除去等に関する特別措置法第４
条第８項の規定に基づき準用する同条第４項の規定に基づく環境大臣
の同意について（お知らせ） 

 今般、環境⼤⾂は、⾹川県知事より提出のあった豊島廃棄物等の処理にかかる実施計画の変更
について、総務⼤⾂との協議を経て、特定産業廃棄物に起因する支障の除去等に関する特別措置
法（平成 15 年法律第 98 号）に基づき、平成 25 年１⽉ 25 日付けで同意した。 

（下線部は、今回の実施計画同意に当たっての変更点。） 

１．事案の概要等 

 昭和 50 年代後半から平成２年にかけて、廃棄物処理業者が許可範囲外の産業廃棄物を
⼤量に搬⼊し、野焼きや不法投棄を続け、結果として、膨⼤な量の産業廃棄物が豊島処分
地に残された。豊島住⺠が平成５年 11 ⽉に県等を相⼿に公害調停の申請を⾏い、平成 12
年６⽉に調停が成⽴した。県は、この調停条項に基づき、隣接する直島町に中間処理施設
を整備し、焼却・溶融処理による廃棄物等の処理を開始した。 

○ 投棄場所：⾹川県小豆郡土庄町豊島家浦字水ヶ浦 
○ 投棄面積：約 69,000m2 
○ 投棄時期：昭和 50 年代後半〜平成２年 
○ 原因者 ：豊島総合観光開発(株) 
○ 廃棄物の種類：汚泥(製紙スラッジ、⾷品汚泥)、木くず、家畜のふん等 
○ 廃棄物量：約 622,230 ㎥、約 938,160 トン（平成 24 年４⽉測量結果） 

２．生活環境保全上の支障（実施計画書より抜粋） 

 不法投棄された廃棄物に含まれる重⾦属類や有機塩素系化合物、ダイオキシン類等の有
害物質による土壌や地下水等周辺環境への汚染 

３．支障除去等事業の概要 

 処分地の廃棄物及び汚染土壌を、平成 28 年度末までに豊島から搬出するとともに、豊
島において、処分地の地下水・浸出水（以下「地下水等」という。）が漏出するのを防⽌
する措置、地下水等を浄化するための措置等を実施する。また、搬出した廃棄物は溶融処
理を実施し、汚染土壌については水洗浄処理もしくはセメント原料化により処理を実施す
る。 

４．事業費 

約 520 億円 
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５．事業実施期間（予定） 

平成 15 年度〜平成 34 年度 

６．責任追及の状況 

 原因者は、既に破産宣告を受け、破産財産の処分が完了している。しかしながら、費⽤
徴収が可能と判断される状況に至った場合には厳正に対処することとする。排出事業者に
ついては、公害調停において廃棄物処理法に基づく求償措置と同様な対応が図られている
(19 社が解決⾦を支払済)ことから、この他の責任追及等は実施していない。 

７．⾏政対応の検証と再発防⽌策 

 ⾹川県では、豊島問題を教訓として、産業廃棄物指導監視機動班の強化、県内４箇所に
環境管理室を設置するなどの不適正処理の防⽌にかかる体制の強化を⾏った。今後も引き
続き現在実施している再発防⽌策を継続し、不適正処理防⽌に取り組む。 

連絡先 
環境省廃棄物・リサイクル対策部適正処理・不法投棄対策室 
直通   ：03-5501-3157 
代表   ：03-3581-3351 
 

 


















